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スケトウダラ ベーリング公海 
（Walleye pollock Gadus chalcogrammus） 

 

 

管理・関係機関 

中央ベーリング海におけるすけとうだら資源の保存及び管

理に関する条約（CCBSP。以下、「中央ベーリング海スケトウ

ダラ保存管理条約」または「条約」という。） 

最近の動き 

対象資源を管理する中央ベーリング海スケトウダラ保存管

理条約の締約国年次会議、及び科学技術委員会が 2024 年 10

～12 月に電子メールによる「バーチャル会議」の形式で開催

された。この中で、当該資源の現状について各国からの報告を

基に検討が行われたが、依然として資源は低位水準にあると判

断され、引き続き漁業停止とすることとなった。 

利用・用途 

淡白な白身魚で、生鮮としても流通する。1960 年代に冷凍

すり身製法が開発されたことにより、すり身原魚としての需要

が高まった。精巣は白子、卵巣はたらことして利用される。 

漁業の概要 

ベーリング海は、大陸棚 44％、大陸棚斜面 13％、及び海盆

域 43％で構成されている。広大な大陸棚よりなる東部ベーリ

ング海は、タラ類、カレイ類、及びメヌケ類等の豊かな資源に

恵まれ、世界有数の底魚漁場として知られている。ベーリング

海での本格的な漁業は 1950 年代中頃から始まり、1960 年代

後半からはスケトウダラを対象とした漁業が発達した。その漁

獲量は 1972 年に頂点に達し、我が国漁業によるスケトウダラ

年間漁獲量はおよそ 160 万トン、各国合計漁獲量は 190 万ト

ンに迫った。1977 年に東部大陸棚海域は米国 200 海里水域に

組み込まれることとなり、以後我が国の底魚漁業は米国から割

当を受けつつ操業していたが、米国漁業の発展に伴い割当量は

年々削減され、1988 年には我が国漁業はベーリング海米国水

域から撤退することとなった。近年は東部大陸棚海域の漁業資

源は米国によって管理されており、1980 年代からこれまでの

平均的なスケトウダラ資源量（3 歳以上）はおよそ 1,000 万ト

ン前後で、年間漁獲量は 120 万トン前後となっている。 

米国水域での割当が削減されていく中で、1970 年代後半に

発見されたアリューシャン海盆中層域に生息するスケトウダ

ラ資源を漁獲対象とした中層トロール漁業が開始され、漁場は

ベーリング海中央部の公海域に設定された（図 1）。公海での

スケトウダラ漁獲量は 1985 年から急増し、1989 年には日本、

韓国、ポーランド、ロシア、及び中国の漁業により、年間 140

万トンを超す漁獲量が得られた（表 1）。しかしながら、1989

年をピークに公海でのスケトウダラ漁獲量は激減し、わずか 3

年後の 1992 年には 1 万トンまで減少した。このような海盆ス

ケトウダラの資源状態の悪化により、日本を含む漁業国は

1993 年からベーリング公海スケトウダラ漁業を自主的に停止

することとなり、1994 年以降は漁獲されていない。 

1995 年には「中央ベーリング海スケトウダラ保存管理条約」

が発効し、関係国が資源の回復状況をモニターしつつ漁業の再

開を待っているが、最近の調査でも資源の十分な回復はみられ

図 1. アリューシャン海盆スケトウダラの分布域（赤）、産卵

場（黄）、及び漁場（青） 

年 中国 日本 韓国 ポーランド ロシア 総計

1985 2 164 82 116 0 364

1986 3 706 156 163 12 1,040

1987 17 804 242 230 34 1,327

1988 18 750 269 299 61 1,397

1989 31 655 342 269 151 1,448

1990 28 417 244 223 5 917

1991 17 140 78 55 3 293

1992 4 3 4 0 0 11

1993 0 0 0 1 0 1

表 1. ベーリング公海でのスケトウダラ国別漁獲量 

（単位：千トン） 

資源状態の悪化による漁業停止により、1994 年以降、公海のスケ

トウダラは漁獲されていない。 
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されることとなった。 

しかしながら、2007 年の CCBSP 科学技術委員会において

は、条約附属書に規定された特定水域現存量を全体資源量の

60％とする仮定に対して、資源の現状を考えると科学的根拠

に問題があるとされ、ABC を設定することには合意が得られ

なかった。 

条約発効後、現在に至るまで、沿岸国は資源が低水準にある

ことから AHL の設定には一貫して反対し続けている。これに

対して、漁業国はたとえ少量でも象徴的な AHL の設定を認め

るよう働きかけているが、AHL 設定の合意は得られていない。

合意が得られない場合、海盆資源量が 167 万トン（特定水域

現存量 100 万トン）以下の場合には自動的に AHL は 0 となる

ことから（条約附属書の規定）、条約発効後、漁業は停止され

た状態が続いている。CCBSP の 2024 年の締約国年次会議、及

び科学技術委員会では、資源は依然として低水準であると判断

され、資源の回復が十分でないため、1995 年以降の AHL が 0

の漁業停止状態を継続することとなった。 

 

【管理効果の評価】 

アリューシャン海盆に分布する中層性スケトウダラを対象

とした漁業は、1993 年から停止されており、隣接する水域も

沿岸国により 1995 年以降同様の措置がとられている。1993 年

以降およそ 30 年が経過しており、漁業停止という最も厳しい

管理措置を講じているにもかかわらず、資源は以前の水準には

回復していない。 

海盆域資源への加入量の経年的な変動をみると、1970 年代

に多かった 7 歳の加入尾数が 1980 年以降激減していることが

示されており、このことが、資源が低水準であることの大きな

要因として考えられる。近年、ベーリング海においても、気象、

及び海洋環境の変化がその生態系の変化をもたらしているこ

とが明らかになりつつある（Grebmeier et al. 2006）。海盆域

資源へのスケトウダラの加入量が決定される過程については

不明ではあるが、このような地球規模の変化が資源構造や回遊

経路に影響を及ぼして、年代による加入量変動の原因となって

いる可能性がある。 

 

【管理上の提言】 

漁獲物や過去の調査結果で示されているように、1980 年代

の豊漁は、歴史的に強勢な 1978 年級と、これを含む 1970 年

代に発生した複数の比較的強勢な年級が貢献していた。また、

これらの年級が海盆域に加入してきた 1980 年代初頭には、こ

れらの資源が周辺の大陸棚海域あるいはアリューシャン列島

周辺から海盆域資源に加入しやすい環境にあったものと考え

られる。これに対して、近年は海盆域への成熟魚の加入の低迷

が続いており、資源は低水準で将来の動向については予測がで

きない。隣接する大陸棚の米国、及びロシア 200 海里水域内

資源との交流が考えられることから、本資源はまたがり資源と

して扱われるべきで、その視点から沿岸国 200 海里水域内の

資源との関連を検討する必要がある。 
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スケトウダラ（ベーリング公海）の資源の現況（要約表） 

世界の漁獲量 

（最近 5 年間） 
0（漁業停止） 

我が国の漁獲量 

（最近 5 年間） 
0（漁業停止） 

資源評価の方法 特定水域現存量の推移により水準と動向を評価 

資源の状態 

（資源評価結果） 

特定水域現存量の 1988 年以降の最大値～最小値を三等分し 

高位・中位・低位とする判断基準により、 

直近の 2024 年の値が 24 万トンであることから、資源水準は低位 

特定水域現存量の過去 5 年間（2020～2024 年）の推移から、資源動向は横ばい 

産卵親魚量（2024 年）40 万トン（≒漁業再開に必要な親魚量の 24％） 

管理目標 条約附属書に規定された親魚量に回復 167 万トン（1990 年代初頭の資源水準） 

管理措置 漁業停止 

管理機関・関係機関 CCBSP 

最近の資源評価年 2024 年 

次回の資源評価年 2025 年 

     


